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ておこう。 ルト体制下では、実体経済の運営においても経済政策の形成においも、スハルト大統領自身が最高意思決定者となっていた。各分野にはスハルト 意を汲んだ代理人がいて、彼らがその分野におけるプレイヤーの管理と運営 当たっていた。代理人を介さずにスハルト自身が直接プレイヤーに指示することもあった。この
経済システムは、 「開発」の推進という目的に沿って意思決定を行うスハルト、その代理人、決定にしたがって行動するプレイヤーから成る、極めてシンプルな構造だったと考えられる。
　スハルトはまた、このシステムの頂点に










─権限集中から分散 へ 、 保護からリス ク分担 へ
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業（国営・民間銀行双方を含む）の例で見てみよう。銀行業では、監督制度の刷新、国際基準に則った銀行監督の強化、預金保険制度の導入が実行された。スハルト時代には、中央銀行は、大統領、内閣、大蔵省、通貨委員会という権限序列の下位に置かれ、単独の権限をもって商業銀行を監督できなかった。しかし新制度では、中銀は行政からの独立性を保証され、 の営業許可の発行・取消し、制裁措置を含む監督権を単独で行使できるよう なった。これ 前述したスハルト一極統治の瓦解、新しい監督機関の登場という経済システムの変化の銀行版といえる。
　この変化の結果、中銀は銀行監督を強化

















































ステムにテクノローグの退潮という特徴が現れている点は、今後インドネシアが産業技術の向上を図るうえで懸念材料である。一方、財界人と財界団体 表舞台への登場は、インドネシアの政治経済 新たなダイナミズムをもたらす要因である。しかし、同時に、政治とビジネス 舞台裏での癒着関係を制御する工夫が、今後はますます重要になってくるであろう。
（さとう 　ゆり／アジア経済研究所地域研究センター）
